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　注）エ．大内兵衛編「日本経済統計集」昭和43年，　「昭和財政史」第14巻などによって
　　　　調整した。決算額。
　　　2．1911年度までは，道府県は普通経済のみ，市町村は普通経済及び特別経済の各
　　　　会計。、
　　　3．19工5～工927年度までは，従来の会計より，電気事業費，ガス事業費をのぞいた
　　　　会計。
　　　4．1931～1944年度までは，道府県，市町村とも普通経済および特別経済の合算額
　　　　から電気，ガス，水道および自動車の各事業費をのぞいた会計。
　　　5．工950，1955年度は普通会計純計決算額。
　　　6．1915年度以降，歳出決算額より県支出金を控除してある。
は，大戦をけいきとした工業化による都市の発展と一方での農村の不況を反
映したものでφろう。こういつた傾向は，第二次大戦後もそのままつづいて
いるといってよい。
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　歳出の絶対額では，都道府県がもっとも大きく，市町村の合計を上まわる
　　　　　　　　　　　　　　　　（42）
こともあるが，かなりの変動もみられる。
　そこでいまこれを第8図によって，歳出の構成比の推移についてみよう。
まず，国と地方の経費配分についてみると，1890～1920年までは，地方が全
体の30％前後から40％辺を占めているが，1923～1936年ごろまで50％をこ
え，艶二次大戦後の1950年ごろから再び50％をこえるに至っていることは，
すでにみたところであった。
　ところで大戦やその他の危機などの時期において，国の歳出比重の増加→
地方の歳出比重の低下，つまりピーコックなどのいう集中過程がみられるわ
けであるが，この図ではかなりはっきりあらわれている。すなわち日清，日
露戦争時がそれであるし，第二次大戦時には最も著しいかたちであらわれて
いる。また第一次大戦時にもわずかではあるが，これに類似の現象も全くみ
られないわけではない。しかし，ここで注意すべき点は，日清戦争時をのぞ
き，前三者のばあい地方経費の低位水準がこれにつづく時期におけるより高
い水準によってカバーされていることである。　日露戦争時における戦前に比
べた戦後における地方財政の若干の比重の拡大がそれであるし，第一次大戦
後には，すでにのべたことでも分る通り，戦前に比べて国家経費全体に占め
る地方経費の比重は著しく拡大した。また，第二次大戦を境にみても，地方
経費の比重は，1950年ごろから第一一次大戦後の高い比重をも上まわりさらに
．比重の拡大をみているのである。こういつたわが国におけるとりわけ独占段
階ないしは帝国主義段階以降における，段階的な地方経費の比重の増大が一
休何を意味しているのかはさらに検討を要する聞題だと思われるが，　ともあ
れ，先進資本主義国のイギリスや，やや遅れて発展をみたアメリカのばあい
ともかなり異なった様相を示していることは注目すべきことであろう。
（42）ここで，都道府県・市・町村3者の合計が前述の地方歳出と一致しないのは，1911
　　年までは，郡歳出があり，またほかに水利組合，北海道土功組合，などの歳出があ
　　るからである。しかしこれらの額は全体からみれば比較的小さい。
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第8図　二段階の地方歳出構成比の推移
??
oo
90
80
70
60
50
40
30
20
10
飼
都道　府　県
市
町
??
墨垂塁収量墨§墨塁出塁塁墨辱＄塁
一95一
　214
　ここで，地方歳出に占める都道府県，市，町村歳出の構成比をみると，第
く1）に！935年頃までにおける市歳出のほぼ一一貫したシェアの拡大が目につく。
とくに第一次大戦以降からの拡大（IO％台から25％にも及ぶ）が目につく。
第（2）に町村歳出のシェアは1895，1923年をピークとしてやや減少傾向をたど
りながらも1920年代中葉に拡大し，！937年ごろまでほぼ10％台のシェアを維
持しているわけであるが，第二次大戦下，市歳出同様，とりわけいちじるし
いシュアの低下をみ，，戦後一時回復したが，1955（昭和30）年ごろからのシ
ェアの低下が目立っていることが注意される。第（3）に，都道府県については
戦前では，各戦時中の低下をのぞき10％台でほぼ一貫して推移している。し
かし，第二次大戦時にも，市町村合計のシェアの低下に比べれば相対的にシ
ェアの低下が少なく（10％台），また，第二次大戦後市町村と比べかなりシェ
アの拡大がみられることである。
　こういつた戦後における都道府県財政規模の比重の拡大の趨勢について
も，きらに，経費構造，職員数とその状況，その他について機能的・質的な
分析がされねばならないだろう。ここではとりあえず，指摘するだけにとど
めぎるをえないが，市町村財政規模に占める市財政の伸び率の拡大と農村財
政ののび率，シェア両面における低下傾陶は，コニ業を中心とした資本蓄積の
拡大（第一次大戦以降とくに1935年ごろの第二次大戦前夜からいちじるしい）
・にほぼ照応しており，戦後とりわけ1955年以降の飛躍的な重化学工業化→経
済の地域的不均等発展の激化→都市財政の拡大と農村財政のすいびがこれに
照応しているといってよいであろう。
　（8）むすびにかえて
　以上，われわれは，国と地方の財政関係をめぐる問題について，とくにこ
の問題が今日の地方財政研究にとって重要になったことの意味，歴史的な各
段階における資本主義の中央集権化の特質とその巾での国と地方の財政関係
の総合的な検討の必要，そこにおける地方自治の問題などについてのべたあ
とで，これをとくにまず経費の問題について検討を加えてきたのであった。
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　経費構造をめぐる中央と地方の間題について，われわれは，まずこれをと
くにピーコックの所説である転位効果，集中過梶の聞題を中心として，1890
年以降のイギリス，アメリカと，とりわけ日本について歴史的な推移をたど
りつつ，量的聞題を中心として分析を加えてきたのであった。
　ここで一つの結論としていえることは，まず経費の転位効果については，
イギリスで両大戦の時期にもっとも典型的なかたちでみられるのに対し，ア
メリカでは，　とくに1929年の大恐慌をさかいとする30年代のニューディール
期が連邦支出の増加を反映してもう一つの高原水準となっていること，とく
にわが国では，（1）両大戦以前にもすでに日清，　日露の両戦役を通じて経費の
転位効果がみられること，②第一次大戦時にはあまりみられないで，むしろ
戦後の1920年代～30年代にかけてみられること，（3）第二次大戦では経費のい
ちじるしい高原水準が形成され，戦後も経費はけん著な膨張をみせたが，戦
後の激しいインフレーションによ・り実質的な数値ではむしろ戦前水準を低下
するに至っている（戦後約7～8年閲）ことなどの特質をみてきたのであっ
た。
　また転位効果と結びつく集中過程については，イギリスでは，第一次大戦
期と，とくに第二次大戦期を通ずる集中過程を通じて，戦後イギリスの申央
・地方の経費構造からみた中央政府機能への集中過程には著しいものがあ
り，地方財政の中央集権化が著しくすすみ，伝統的な地方自治はいまや危機
（crisis）を迎えていること，アメリカでは，第一次大戦時には・一一時的に中央
下瓦をみるが戦後は戦前以上に回復し，30年代に連邦の機能はかなり高まる
’が，なお，州・地方の地位が高く，第二次大戦後にはじめて州と地方とりわ
け地方（local　authorities）の経費のシェアからみた地位低下がみられること
・などをみたのであった。
　とくにわが国については，　イギリス，アメリカと全くといっていいほど異
なっており，（D日清，1ヨ露戦争期にも…時的にみられるが回復する。（2）とく
4こ第一・次大戦を通じては全くみられず．逆に，　この前後地方経費は著しく膨
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張し，20年代後半から国の経費を上まわるまでに膨張し，第二次大戦前夜ま
でつづいていること，（3）第二次大戦時は米曾有の中央集中をもたらすが，戦
後，1953（昭28）年頃から再び地方経費のi「1央経費を上まわる膨張がはじま
っていることなどが注目されたのであった。
　このような，戦前における第一次大戦後の地方経費の著しい膨張と，戦後
における膨張（とくに1955年以降）は，先進国の例に逆行し，経費の量的大
いさだけからみれば，国家機能の地方政府（地方公共団体）に集中した拡大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（43）
化傾向といってよい性格のものとなっていることである。
　この場合，われわれは，もちろんそのことだけをもって，わが国における
地方自治の進展を示す指標と考えるわけではないが，この事実をたとえばわ
が四戦前における大正末。昭和初期の危機の地方財政下での地方自治運．動の
昂揚（たとえば両税委譲問題などにみられる）の問題，戦後における新憲法，
地方自治法の制定などをけいきとする，とりわけ，1955～60年代にかけての地
方自治聞題への自覚と運動の進展の問題などと照応して考察してみるとき，
そこにまた興味ある問題を提供しているというべきだろう。
　もちろん戦前にも，軍備拡張や国債償還費などを国がうけもち，資本救済
恐慌対策をふくむ都市対策費や農村対策費，社会政策費　（教育費などもふく
め）などの増加を地方にうけもたせる，いわば国策の一環としてこういつた
申央・地方の経費の動向がみられことはいうまでもなかろうが，とくに戦後
においては，地方交付税・圏庫支出金の増大など国から地方への支出の拡大
による地方財源への中央統制の強化は著しくつよまっていることである。ま
た，戦後における地方経費1こ占める国の施策のための経費，義務的経費，
（43）戦後の地方財政の膨張要因については，たとえば敗戦後の軍事的中央集権制の解体
　　と「民生的」政策による地方自治の拡大，警察の地方への移管，戦後における公共
　　投資の増大その他の諸要因があげられている。（高橋誠「現代財政論」l14・Ae・一一ジ以
　　下などを参照。）また6・3制導入など，義務教育年隈の拡大による地方教育三四
　　大などもあげられよう。第一次大戦以降およびとくに戦後日本の地方財政の膨張
　　は，先進国と逆行する方向とみるのか，あるいは，基本的に同じ性絡のものかにつ
　　いては，さらにドイツなどの事情ともあわせて検討してゆく必要があり，間題を今
　　　　　　　　　　　　　　　　一98一
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庫補助事業費などの割合は著しく高まっており，まきに地方経費の著しい膨
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（44）
張と並行して，国の支配の強化と地方行財政の「国の政策の安定装置化」が
起っているとみられるのであるが，こういつた，わが国における申央と地方
の経費構造の交錯過程と機能別二二　そのEI本資本主義の二段階に占める意
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45）
味などについての詳細な検討については，改めてみることにし，本稿ではと
りあえず，主として，経費の歴史的推移の分析にとどめた。
　　後にのこしておきたい。なお，ドイツについては，アンディックの検討がみられる
　　が，本稿ではふれる余裕がなかった。　（Suphan　Andic　and　Jindrich　Veverka，
　　The　Grozvth　of　Government　ExPendi！ure　in　Germany　since　tJfe　Unift’ca－
　　tion，　Finan．zarchiv　N．　F．　23　Heft　2，　1964）
（44）吉岡健次，前掲書ほか。
（45）なお日本資本主義のとくに戦後のこういつた問題についての研究の一つとして，前
　　掲論文，岩木和秋「国と地方自治体の財政関係」　（財政学講座第3巻）がある。
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